





































　タイ洪水危機は，2011 年 10 月～ 11 月にタイ中部，首都バンコクにまで及んだ大洪水である。
この洪水により冠水被害に遭った企業も多く，日系企業が被った影響額（名目）は，タイ国家経済
社会開発庁によれば，およそ 1,000 億バーツともいわれる。
　7 工業団地内の工場数は 800 カ所に及び，この内，日系企業は約半数の約 450 カ所に及ぶ。工業
団地以外の被災工場を含めると被災工場は約 1 万カ所ともいわれ，洪水被害による死者数も 600 人
を超えた。同年の 11 月には，7 工業団地での排水作業が始まり，復旧作業に入る企業もみられた。2
　洪水による冠水被害は，10 月 5 日のサハ・ラタナナコン工業団地を皮切りに，9 日にはロジャー
ナ工業団地，13 日はハイテク工業団地，15 日にはバンパイン工業団地，16 日にはファクトリーラ
ンド工業団地，18 日にはナワナコン工業団地と続き，11 月 6 日にはバンチャン工業団地に一部浸
水が始まるなど，浸水による被害は，約 1 か月続いた。一部の工業団地では，11 月上旬には排水
作業が始まったものの，もっとも排水作業が早く終了し，工場が操業を開始できたのは，ファクト














1 サハ・ラタナナコン アユタヤ 42 35 83.3% 10/4 12/4
2 ロジャーナ アユタヤ 218 147 67.4% 10/9 11/28
3 ハイテク アユタヤ 143 100 69.9% 10/13 11/25
4 バンパイン アユタヤ 84 30 35.7% 10/14 11/17
5 ファクトリーランド アユタヤ 93 7 7.5% 10/15 11/16
6 ナワナコン パトゥムタニ 190 104 54.7% 10/17 12/8
7 バンカディ パトゥムタニ 34 28 82.4% 10/20 12/4
7 工業団地計 804 451 56.1% 10/4 12/8
出所）JETRO バンコクセンター「タイ国工業団地調査報告書」より作成。
2   タイ洪水の発生経過については，盤谷日本人商工会議所『所報』（2012）が詳しい。9 月 30 日には日本大使館は洪



























　また，表 1-3 に示すように 2011 年において日産や三菱自工では対前年より生産台数は上回って
おり，トヨタ，ホンダ，マツダでは生産台数が落ち込んだ。このように各社によりタイ洪水危機が
与えた影響は異なる。マツダでは前年より 86.6% まで生産量が落ち込み，トヨタは同 81.8% であっ
た。もっとも甚大な被害を被ったのはホンダではあり，同 66.3% であった。3
表 1-3　タイにおける主要日系自動車メーカーの生産台数の推移
トヨタ 日産 ホンダ 三菱自工 マツダ 日系計
2010 年 630,712 175,070 170,335 194,004 87,348 1,450,602
2011 年 515,813 185,204 112,961 207,660 75,630 1,259,414
2012 年 881,447 250,000 208,508 356,750 115,815 2,133,122
出所）アイアールシー（2013）より筆者作成。





　ホンダは，二輪完成車工場である（THMC:Thai Honda Manufacturing Co.,Ltd）と四輪完成車工場















車工場のトヨタ・モータ ・ータイランドの 3 工場，サムロン工場（サムットプラカーン県），ゲートウェ
イ工場（チャチェンサオ県），バンポー工場（チャチェンサオ県）が 10 月 10 日から工場が停止し，
11 月 21 日に操業を再開した。また，日産では四輪完成車工場のタイ日産自動車本社工場（サムッ
トプラカーン県）が 10 月 17 日より工場が停止した。しかし，日系自動車メーカーの中では日産が
もっとも復旧が早く，タイ日産自動車本社工場は 11 月 14 日に一部操業が再開した。
　こうした工場停止の影響は，国内のサプライチェーンに大きな影響を与えただけでなく，海外の
サプライチェーンにも多大な影響を及ぼした。
　JETRO バンコク事務所（2011）によれば，完成車 A のケースでは，10 月 10 日には工場を稼働
停止した後，11 月 21 日にほぼ通常稼働に復旧したが，同時期に日本では，10 月 24 日から約 1 か

























　JETRO が 2011 年 11 月 18 日に洪水被害にあった企業に対して行ったアンケート調査（192 名中
161 名回答，回答率 83.9%）では，製造業の 73.3% が同じ場所での事業再開を視野に入れるとしたの
に対して，国内外含め，洪水リスクの低い他の地域への移転を考えるとした企業も 26.7％存在した。
また，JETRO が 2012 年 6 月 1 日に IEAT（タイ工業団地公社）に対して，洪水被害にあった 7 工業
団地入居企業の状況調査したところ，ロジャーナ工業団地で 29 社，ハイテク工業団地で 16 社，ナ










4  タイ工業団地公社の 2012 年 11 月上旬時点での集計によれば，7 工業団地の全 839 工場のうち，684 社（82％）
が工場を再開（部分再開を含む）し，68 工場（8％）が閉鎖されたことを伝えている（『日本経済新聞』2012 年




























　例えば，危険 A と危険 D を比較した場合，危険 A は D に比べて危険の発生リスクは高いものの，




高いようなケース，図 1-2 でいえば，危険 B や危険 C のような場合には，企業はむしろ積極的に
予防対策としての投資や訓練等が敢行されるであろう。危険Dのように甚大な被害を伴う場合には，

































































災害度合 対応行動 特徴 災害前 災害直後 復旧開始 復旧後
大きい 再現化 費用＜スピード 100 0 0 100

















































でのタイ進出は 1984 年のローカルメーカーへの委託生産に遡るものの，1992 年には HATC の前身
となる HCMT（Honda Cars Manufacturing Thailand. Co.,Ltd）が設立された。今日の HATC は 2000 年
に設立された生産・販売の本社を兼ねた会社である。2013 年時点では年産 28 万台の生産能力を有
し，1 日当たりでは，ライン 2 本の 2 直体制で 1,120 台の生産能力を有していた。従業員数は約 4,000
名である。また，ライン 2 本のうち，第 1 ラインでは，シティ，ジャズ，ブリオ，ブリオ AMA を
生産し，第 2 ラインでは，シティ，シビック，CR-V，アコード，City-Brio（アジア専用車）を生
産していた。
　HATC では 10 月 4 日に冠水のため，工場の操業を停止した。2 日後の 6 日には浸水の水位は約
2m に達した。同工場にて排水作業及び清掃作業が始まったのは，11 月末であり，工場建屋，製造
設備の復旧が始まったのが 12 月であった。復旧作業が始まったところで生産再開時期や通常生産
の時期が定められ，生産再開は翌年 2012 年の 3 月 31 日，通常生産は同年の 4 月の第 2 週として設
定された。
　おおまかに3つの危機対応区分に当てはめるならば，応急措置は10月，緊急対応は11月末～12月，
臨時対応は 12 月～ 3 月ということになる。
（i）応急措置
　HATC では，応急措置として 3 つのことが行われた。1 つ目は，従業員の雇用保証と給与保証 10
日間である。同社では危機当初から復旧を想定していたため，従業員の安否確認とともに，従業員
の離職リスクの低減化を図るために，まず従業員の雇用保証を打ち出すことが優先された。2 つ目





7 断りがない限り，2013 年 3 月 24 日の HATC への聞き取り調査による。



















生産・物流計画の調整である。HATC は本社との協議の過程で，もともと 4 月に完全復旧し，正常
時の生産体制に移行する計画で進められていたが，2012 年 2 月に突如，本社から完全復旧の 1 か
月前倒し計画（4 月→ 3 月）の発表があり，それに向けた取引先に対する生産・物流計画の再指示
と完全復旧に向けたタイムテーブルの見直し作業が加わった。
（iii）臨時対応























　ここでは，HATC の専属物流会社の位置づけにある 2 つの会社，AAL と ANI の危機対応を分析
しながら，生産システム，サプライヤーシステムの再現性を分析する。
　ホンダには，完成車物流や部品物流，納入代行業を主業務とする専属物流会社がある。日本国内
では主としてホンダ・ロジスティクス，日本梱包運輸倉庫がある。AAL と ANI はその両社のそれ
ぞれの海外子会社であり，ALL は 1995 年に HATC の敷地内に設立された。ANI もまた HATC に隣
接地に設立されている。
　後述するが，タイ洪水危機においては，総じて ANI は AAL よりも危機対応能力が高く，復旧対
応も早かったが，ここでは AAL を中心に分析を行い，ANI については簡潔にとどめたい。





地区 顧客 業務区分 従業員
アユタヤ地区
H 社 4R DCC  1Line 323 名
H 社 4R DCC  2Line 450 名
HT 社 Export Packing 108 名
K 社 TSD 納入代行業務 79 名
AP 社 Service Parts Packing 67 名
バンナ地区
ラッカバン
T 社 CBU 204 名
T 社 2R CKD 41 名
T 社 DCC  3Line 151 名
T 社 TSD 21 名
ウェルグロー PC 社 Service Parts  Packing 23 名
出所）AAL 社の社内資料により作成。
10 断りがない限り，HATC，AAL，ANI への 2013 年 3 月 25 日の合同聞き取り調査による。
27	 ホンダのタイ洪水危機にみるサプライヤーシステムの再現性
（i）応急措置










対応は，ボートの確保のほか 2 つあり，1 つ目は，土嚢を積んでの浸水対策であり，2 つ目は，冠
水した際の措置としての備品や設備等の取捨選択が徹底して行われた。例えば，冠水しても影響な
いものを捨て，冠水するとよくないものは 2F や高所に移動させるなどの対応のほか，事務所のパ
ソコンもすべて高所の 2F に移動させ，2F に仮のオペレーション室も設置をした。そのため，工場




差に大きく影響したと考えられる。HATC や AAL では平均駐在年数は 3 ～ 4 年であるのに対して
ANI では駐在年数が 8 年目を迎える駐在員が多く，日頃から洪水に対する対応や方法や手順につい
てのシミュレーションが行われていたとしている。
（ii）緊急対応
　AAL の緊急対応は，3 点であった。1 つ目は冠水のため，工場機能が麻痺したことへの対応とし
ての代替施設の確保であった。政府の支援政策より，代替地や代替施設の候補はあったものの，そ
の確保は競争のため困難を極めた。同社がようやく代替の仮倉庫を確保できたのは，11 月 14 日の
ことであり，アユタヤ地区から約 130km，時間にして約 1 時間 30 分ほど離れたバンプー地区に賃







11   仮倉庫はもともと工場跡地であり，広大なスペースがあったが，改修，清掃を通じて 6,300㎡の倉庫を 8,857㎡に








　まず，イレギュラー対応としてのバンプー地区の仮倉庫での作業は，11 月 14 日から開始され，
24 時間対応で業務が行われた。洪水被害が比較的軽微であった ANI と NITTSU は，12 月中にアユ
タヤ地区に戻り，レギュラー対応に転換していった。AAL はアユタヤ地区での復旧作業が手間取
り，2 社に比べて 1 か月遅れでアユタヤでのイレギュラー対応に転換し，正常時の作業に入れたのは，
2012 年 2 月 2 日であった。
　AAL ではアユタヤ区での復旧作業は 11 月 25 日から開始された。主作業は，CKD 部品の移管作
業に備えての空容器置場の確保とパレット整理，敷地内の排水作業，配線設備の漏電に伴う電線の
入替作業，人材育成であった。









た。ドライバーの機転により損失は軽微なものであった。同社では CKD は 2 月初めから順次開始
され，空容器は仮のタグを設置しての対応が行われた。
（3）部品サプライヤー A 社，B 社の対応 13
　ここではホンダグループの部品サプライヤー 2 社のケースを扱う。1 社は，HATC に隣接しなが
らも早期復旧対応に成功した A 社の事例であり，もう 1 社は，ホンダグループにあって最初に洪
水被害に遭い，甚大な被害を被ったサハ・ラタナナコン工業団地に入居する B 社の事例である。
両社はホンダグループにあっていずれも迅速な危機対応を発揮し，早期復旧に成功した企業である。
　A 社はホンダ鈴鹿製作所との取引開始年が 1960 年から，B 社はホンダとの取引関係が，1963 年




13  断りがない限り，A 社の事例は，2013 年 3 月 26 日，筆者の A 社への聞き取り調査によるもの，B 社の事例は，
2014 年 7 月 4 日及び 2016 年 9 月 12 日の筆者の B 社への聞き取り調査によるもの。また，A 社は 2006 年にホン




　まずは，A 社の事例からみていこう。A 社は 1994 年に設立され，事業概要としてはプレス加工，
パイプ加工，溶接，組み付け，表面処理等の部品加工と金型製造を手掛けている。B 社も 1994 年
に設立され，事業概要としては，自動車用車体プレス部品および金型の製造を手掛けている。
（i）A 社の応急措置
　A 社では，HATC よりもやや高所に工場を建設したこともあり，HATC の冠水よりも 2 日遅れの




わせ済みであり，HATC が冠水した日から応急措置が始まった。応急措置には大きく 4 つある。1
つ目は，運び出せるもの，動かせるものはすべて倉庫に移送し，間に合わないものは 2 階に積み上













　そのため，緊急対応としては 2 点あり，1 つ目は，治具，金型は日本生産拠点に移送する作業，
日本での代替生産を円滑にするための日本での金型洗浄後，金型設置，生産体制の構築であった。
2 つ目は，災害対策本部設置，責任者の配置と緊急連絡網の作成であった。





　B 社では 10 月 4 日から浸水が始まり，最終的には 4m 冠水した。被害はホンダグループの中で























































　日本経済新聞社の 2012 年 11 月 4 日までの調査結果においても，洪水被害にあった中堅・中小企








ローカルサプライヤーの育成等が寄与してきた結果ともいえる。タイには，Tier1 が約 700 社以上，
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